
1.目 的

この規程は、特定非営利活動法人 東京都中途失聴・難聴者協会定款第 3章第 19

条に基づき、役員報酬について、基本事項を定める。

2.報酬等

1 1役員はその総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受け取ることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3 前 2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

3.報酬の支払い

役員報酬の支払いは、2に該当する場合のみとする。

附則

この規程は平成 14年 4月 1日 から施行する。



就業規則

第 1章 総則

(目 的)

第 1条 この規則は、特定非営利活動法人東京都中途失聴・難聴者協会(以下「協会」とい

う)に勤務するパートタイマーの労働条件,服務規律その他就業に関する事項を定めたもの

である。

2 この規則に定めのないことについては、労働基準法その他の法令の定めたところによ

る。

(パー トタイマーの定義)

第 2条 この規則において、パー トタィマーとは第 4条の規定に基づき採用された者で、

所定労働時間が 1日 6時間以内、 1週 30時間以内の者をいう。この規則は採用された日

から適用する。

(規則の連守)

第 3条 協会およびパートタィマーは、この規則を守り、お互いに協力して業務の運営に

あたらなければならない。

第 2章 人事

(採用)

第4条 協会は、パートタイマーの採用にあたっては、勤務希望者のうちから選考して採

用する。

2 勤務希望者は、履歴書その他協会が求める書類を選考時に提出しなければならない。

2 前項の提出生じた場合は 1か月以内に届け出なければならない。

(労働契約の期間)

第 6条 協会は、労働契約の締結にあたっては、 1年の範囲内で、契約時に本人の希望を

考慮の上、各人別に決定し、別紙の雇用通知書で労働期間を示すものとする

2 雇用契約は、必要に応じて更新することができるものとする。この場合、本人と協議

の上、あらためて労働条件を定めて更新する。 1年を超えて勤務したパー トタイマーにつ

いては、契約を更新しない場合、協会は、期間満了の30日 前までにその旨を通知する。

(労働条件の明示)

第 7条 協会は、パートタイマーの採用に際し、別紙の雇用通知書を交付して採用時の労

働条件を明示するものとする。

第 8条  (試用期間)

第 8条 新たに採用した者については採用の日から3ヶ月間の試用期間を設ける。ただし、

特別の技能または経験を有する者には試用期間を設けないことがある。

2 前項の試用期間は、協会が必要と認めた場合は 3か月を超えない範囲で延長すること

ができる。



3 試用期間中または試用期間満了の際,引き続きパートタイマーとして勤務させること

が不適当であると認められる者については、本採用は行わない。ただし、第 11条の手続

きによる。

(異動)

第 9条 協会は、業務上の必要があり、パートタイマーに個別の同意を得た場合は、勤務

内容または就業場所の変更を命じることができる。

2 協会が前頂の命令を行う場合、パー トタイマーの生活を考慮し、無理のない家庭生活

を送れる範囲の異動にとどめるよう努めなければならない。

経 聡

第 10条 パートタイマーが次の各号に該当するときは、退職とする。パー トタイマーは、

退職事由のあった日の翌日に協会のパートタイマーとしての身分を失う。

(1)労働契約期間の定めがあるときは,労働契約の期間が満了したとき。

(2)本人の都合により退職を申し出で協会が認めた時、または退職の申し出をしてか

ら14日 を経過したとき。

(3)本人が死亡したとき

(解雇)

第 11条 協会は、パートタイマーが次の各号のいずれかに該当するときは、契約期間の

中途であっても、解雇することができる。

(1)事業の縮小 。廃止等、事業の運営上、やむを得ない事由により、パート雇用が余

剰となる場合

(2)本人に精神または身体の障害・疾病があり、医師の判断に基づき、業務に耐えら

れないと認められる場合

(3)勤務状況が著しく不良で就業に適しないと認められる場合

(4)天災地変、その他やむを得ない事由により事業の経続が不可能となつた場合

(5)試用期間中または試用

められたとき

間満了時までにパー トタイマーとして不適切であると認

(6)その他前各号に準ずる事由があるとき

(解雇の予告)

第 12条 前条により解雇する場合は、法令の定めに従って少なくとも30日前までに予

告するか、または30日分の予告手当を支給して解雇する。ただし、2か月以内の労働契

約を定めたパートタイマーについては適用されない。

儒 雇制D
第 13条 次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しない。ただし、第 1号の場合にお

いて、療養開始から 3年を経過しても傷病が治らないで、打切補償を支払ったときはこの

限りではない。

(1)業務上の傷病にかかり療養のため休業する期間およびその後 30日 間

●
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(2)女性が産前産後に休業する期間およびそのあと 30日 間
2 協会はパー トタィマーにつき育児・介護休業法により、休業したこと、または請求し
たことを理由に解雇しない。

(貸与品等の返還)

第 14条 退職または解雇の場合、協会から貸与されたすべてのものを直ちに返還しなけ
ればならない。

(退職後の証明)

第 15条 パートタィマーであった者は、退職後も在職中の職務地位、賃金、使用期間、
退職事由などの証明を、協会に求めことができる。

第 3章 服務規程

〈服務規律)

第 16条 パートタィマーは、事業の正常な運営を図るため、協会の指示命令を遵守して、
誠実に業務を遂行しなくてはならない

2 パー トタィマーは、次の各事項をよく守り職場の秩序を保持するように努めなければ
ならない。

(1)協会の名誉または信用を傷つける行為をしないこと

(2)協会、取引先等の機密を他に漏らさないこと

(3)協会の施設、備品を大切に扱うこと

(4)許可なく職務以外の目的で協会の施設備品などを使用しないこと。

(5)勤務時間中は許可なく業務を中断し、みだりに職場を離れないこと。

(6)みだりに遅刻、早退、私用外出および欠勤をしないこと。やむを得ない場合は、

事前に届け出ること。

(7)職務を利用して自己の利益を図り、または不正な行為を行わないこと。

(8)職場の整理整頓を行い、快適な職場環境を作ること。

(9)その他業務の正常な運営を妨げ、または職場の風紀・秩序を乱すような行為を行
わないこと。

第4章 労働時間、休憩および休日

(労働時間および休憩)

第 17条 パー トタィマーの労働時間は1日 7時間以内、かつ週30時間以内とし、始業
および終業の時刻ならびに休憩時間は、原則として次のとおりとし雇用契約を結ぶときに

各人別に定める。

始業 :10時 00分
終業 :17時 00分
2 休憩時間は、12時 30分から 13時 30分までの 1時間とし、前項にかかわらず、業務

●
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の都合その他やむを得ない事情により始業および就業の時刻ならびに休憩時間を繰り上げ、

または繰り下げることがある。

3 休憩時間は、自由に利用することができる。

(休 日)

第 18条 休日は次のとおりとする

(1)国民の祝日および国民の休日 (振替休日も含む)

(2)夏期、年末年始 (協会が年次に定める就業カレンダーによる)

(3)個別に結ぷ雇用通知書によって定めた休日

(4)その他協会が定める休日

(休 日の振替)

第 19条 前条の休日については、業務の都合により必要やむない場合は、あらかじめほ

かの日と振り替えることがある。ただし、休日は4週間を通じて 8日 を下回らないように

する。

2 休日の振替を行うときは、対象者に事前に通知する。

(時間外労働・休日労働)

第20条 協会は、所定労働時間を超えて、また所定労働日以外の日にパートタイマーを

就業させないように努めなくてはならい。

2 前項の規定にかかわらず、業務の都合上やむを得ない場合は、所定労働時間外および

休日に勤務させることができる。この場合、パートタイマーに個別の同意を得なくてはな

らない。

(出退勤手続)

第21条 パートタイマーは、出退勤にあたって、各自の出勤簿により、出退動の時刻を

記録しなければならない。

2 出勤簿は自ら記録し、他人にこれを依頼してはならない。

(標準労働時間)

第 24条 標準となる 1日 の労働時間は、 6時間とする。

(その他)

第26条 前条に掲げる事項以外については労使で協議する。

第 6章 休暇等

第 27条 6か月以上継続して勤務し、協会の定める所定労働日数の8割以上を出動したと

きは、年次有給休暇を労働基準法の規定に従い与える。

2 年次有給休暇を取得しようとするときは、期日を指定して事前に届けなければならな

い。

3 パー トタイマーが指定した期日に年次有給休暇を与えると事業の正常な運営に著しく

‘
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支障があると認められる場合、協会は他の日に変更することができる。

4 年次有給休暇の賃金は、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支給す

る。

5 従業員の過半数を代表とする者との協定により、前項の規定にかかわらず、あらかじ

め期日を指定して計画的に年次有給休暇を与えることがある。ただし、各人の持つ年次有

給休暇付与日数のうち5日 を超える日数の範囲とする。

6 当該年度の年次有給休暇で取得しなかった残日数については、翌年度に限り繰り越す

ことができる。

(生理休暇)

第 28条 生理日の就業が著しく困難な女性が請求した場合には、休暇を与える。

2 前項の休暇は無給とする。

第 29条 試用期間終了後のパートタイマーの慶弔、公事のため。下記の特別休暇を与え

る。この休暇を取る場合は、あらかじめ所定の様式により所属長に届け出なければならな

い。

(1)本人が結婚するとき  7日間以内

(2)配偶者が死亡したとき  5日間以内

(3)同居の父母 (養父母、継父母、および、配偶者の父母を含む)または子 (養子を含

む)が死亡したとき  5日 間以内

(4)同居でない父母 〈養父母、継父母、および、配偶者の父母を含む)または子 (養子

を含む)が死亡したとき  3日 間以内

(5)実祖父母が死亡したとき  3日間以内

(6)同一戸籍内の兄弟姉妹が死亡したとき  3日間以内

”
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(7)同一戸籍内でない兄弟姉妹が死亡したとき  2日 間以内

(8)子 (養子を含む)が結婚するとき  2日間以内

(9)天災その他の災書に遭ったとき  協会が必要と認めた期間

(10)その他各号に準じ協会が必要と認めたとき  協会が必要と認めた期間

2 前項の特別休暇期間は、当該事項の発生した日から連続するものとし、期間中に介在

する休日は特別休暇日数に通算して計算する。

3 特別休暇は無給とする。

第 7章 賃金

(賃金構成)

第 30条 パートタイマーの資金は次のとおりとする。

(1)基本給

時間給とし、職務内容、経験、職務遂行能力等を考慮して各人個別に決定する。

(2)諸手当

①通勤手当 通勤実費を支給する。

(賃金締切日および支払日)

第 31条 賃金は、前月26日 から当月25日 までを一賃金計算期間とし、当月末日に支

給する。ただし、支給日が休日にあたる場合は、その前日に支給する。

2 賃金は、その全額を直接本人に支払う。ただし、本人の同意がある場合は、本人名義

の銀行日座への振込みによって支払う。

(賃金からの控除)

第 32条 次に掲げるものは賃金から除するものとする。

(1)雇用保険および社会保険の被保険者については、その保険料の被保険者の負担分

(欠勤等の扱い)

第 33条 欠動、遅刻、早退、および私用外出の時間については、勤務しなかった時間分

の時間給の額を差し引く。

(昇給)

第 34条 協会は、雇用契約を継続する際、その勤務成績等を考慮して、時間給を昇給さ

せることができる。

(賞与)

第 35条 パートタイマーには原則として賞与を支給しない。

(退職金)

第 36条 パー トタイマーには原則として退職金を支給しない。

第 8章 福利厚生

(社会保険等の加入)

´
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第 37条 パー トタイマーの労働条件が、常態として社会保険および雇用保険の加入要件

に該当した場合は、所定の加入手続をとらなければならない。

(教育訓練の実施)

第 38条 協会はパー トタイマーに対して必要がある場合には、研修を実施する。

第 9章 安全衛生および災害補償

(安全衛生の確保)

2 パー トタイマーは、安全衛生に関する法令・規則ならびに協会の指示を守り、協会と

協力して労働災害の防止に努めなければならない。

依 全衛生教旬

第40条 協会は、パートタイマーに対し、採用時および作業内容が変更になった場合等

には必要な安全衛生教育を行う。

(災害補償)

第41条 パー トタイマーが業務上の事由もしくは通勤により負傷し、疾病にかかり、ま

たは死亡した場合は、労働者災害補償保険法に定める保険給付を受けるものとする。

2 パー トタイマーが業務上負傷しまたは疾病にかかり休業する場合の最初の 3日 間につ

いては、協会は平均賃の60パーセントの休業補償を行う。

第 10章 賞罰

(表彰)

第42条 パー トタイマーが、特に協会の信用を高めるなど功績があった場合、その都度

審査の上、表彰する。

2 表彰は、表彰状を授与し、あわせて表彰の内容により賞品もしくは賞金も授与する。

(懲戒事由)

第43条 パー トタイマーが次のいずれかに該当するときは、懲戒処分を行う。

(1)本規則、または本規則に基づいて作成された諸規則にたびたび違反するとき

(2)正当な理由なく、無断欠動が 5日以上続いたとき

(3)欠勤、遅刻、早退がたびたび続き、業務に熱心と言い得ないとき

(4)故意に業務の遂行を妨げたとき

(5)素行不良により協会の風紀、秩序を乱すようなとき

く6)許可なく協会の金品を持ち出し、または持ち出そうとしたとき

(7)協会内において、刑法犯に該当する行為があったとき

く8)重大な経歴を詐称したとき

く9)協会の名誉、信用を傷つけたとき

(10)その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき

く懲戒処分の種類)
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第44条 懲戒は、情状により次の区分で行う。

(1)けん責 始末書を提出させ将来を戒める。

(2)減給 けん責の上、賃金の一部を減額する。ただし、減給は 1回の額が平均賃金

の 1日 分の半額を、総額が 1資金支払期間の 10分の 1を超えない範囲で行う。

(3)出勤停止 けん責の上、7日以内を限度として出動を停止させる。なお、その間の

賃金は支給しない。

(4)論旨退職 けん責の上、退職願の提出を要求する。ただし、これに応じないとき

は懲戒解層とする。

(5)懲戒解雇 予告期間を設けることなく即時に解雇する。この場合において労働基

準監督署長の認定を受けたときは、予告手当の支給も行わない。

第45条 パートタイマーが故意または重大な過失によって協会に損害を与えたときは、

損害の全部または一部を賠償させることがある。

附則

この規則は、平成21年 6月 1日 から実施する。

０
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給与規定

(給与規定の適用範 )

パー トタイマーの給与は、就業規則第 7章の規定により定める。

●
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前月 26 から起算し、当月 25 をもって締め切って計算し、

当月 に支払う。ただし、支払 にあたる場合は、その前が休 `・

・・
lL

る □

第 3条

(給与の計算方法)

1.所 定休業時間の全部または、一部を休業した場合は、その休業した

時間に対する給与は支給しない。

2.給 与締切期間の中途において入社または、退社した者の給与は、以

下の計算式により支払う。

基本時給X勤務時間X勤務

第 4条

(給与の非常時払)

第 3条の規定に わらず、次に該当するときは ゛
、

′
′ トタイマーの請求,」

により、給与支払 の前であっても □延五劃 対する給与を支払う。
・ パー トタイマーの死亡、退職、解雇のとき。

第 5条

(給与の支払方法)

給与は、通貨で 接パー トタイマーにその全額を支払う。ただし、次に

掲げるものは、支払のとき控除する。
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∃ ヨ

日 日
［
□ 日

［
□

一
ロ

慮して各人ごとに決算する。



，
Ｉ

(昇給)

1

2.

各人の人物 技能、能力、経験などを勘案して、各人の動

の実績を査定して行う。

月に行う。霊

3.前 項の昇給資格者は、昇給実施 において、勤続 1年以上の者とし、

勤続 1年未満の中途入社者の昇給については、別に定めるところに

よる.

この規定は、平成 21年 6月 1 から実施する。

∃

口
」



書式第 17号 (法第55条関係)

特定非営利活動促進法第 54 2 める事項を記載した書類3

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

法人名
特定非営利活動法人

東京都中途失聴・難聴者協会

令和 2年 4月 1日 ～

令和 3年 3月 31日
事 業 年 度

収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

′」土
1日 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

△
口 計 円

(3)その他

金収 益 源 泉 の 内 訳 額

4,830,600円

4,789,700円

2,924,973円

156,000円

正会員受取会費

受取助成金

賛助会員受取会費

受取寄附金

14,952円調査 0研究・施策提案事業収益

75,700円社会教育事業収益

1,484,810円情報収集・提案連絡事業収益

0円災害時救援事業収益

0円文化・スポーツ振興事業収益

707,670円自動販売機による委託販売収益

124,281円購読会員会費他

コロナ関連給付金 (持続化給付金・家賃給付金)

計合

2,537,623円

17,646,309円

円

円

し

してい32条第 1 。以下同 じです。



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

(3)役務の提供に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

別紙参照 円

円

円

円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

講師等派遣 8,018円
一律 (源泉税・特別復興税含

む)

DVD制作費 3,000～ 25,000円
内容による (源泉税・特別復興

税含む)

円

円

円

円

円

円

円



書式第17号 (法第55条関係)

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等 (別紙)

※1詳紹田は、1協会ホームページ (https://WWWitOnanCyO.Org)をご覧ください。

商品名 商品名価格 価格

200円F´Ⅸ連絡帳 (A5100枚綴り)★ 在庫限り

150円メモ帳 (A6 100枚綴り)

卜A(はつきり口元を見せて話して下さい) 200円

200円カートB(手で合図して下さい)

410円ストラツプ

670円

800円

じジ (ピンリジ)

じジ (マグネット式)

100円シール (2.Ocm× 2.7cmX 10枚 )

250円ステッカー (自転車用 7,Ocm× 6.Ocm)

― (自動車用 16.Ocmx 13.OCm) 200円

100円ポスター (A3)

90円

―ド(はがきサイズ・ラミネート加工)

(A4)

200円

(プラスティック1費 ) 110円

800円光るのびパスA(はつきりと口元を見せて話してください)

800円光るのびパスB(筆談します)

ホルダーA(コ「が聞こえにくいです)

光るキーホルダーB(筆談します)

500円

500円

250円東京中難協便箋 (B560枚綴り)

1′ 500円豊かなコミュニケーション

1′ 500円続 0豊かなコミュニケーション

1′ 500FЧ中途失聴者・難聴者のための読話テキスト

500円請義録 3冊セット※

700円中途失聴。難聴者と家族のための間こえのハントブツク

300円聞こえに困つたら

300円

1′000円

こえに困つたら2

ンヽドブック

1′ 500円豊かなコミュニケーション指導の手引きく入門編〉

1′ 500円豊かなコ通ニケーション指導の手引きく初・中0上級編〉

1′650円実践読話請習会テキストDVD

・豊かなコミュニケーションテキストDVD 1′650円

肇議庸晶

600円筆談ボード0手のひら (2つ折り 8.OcmX ll.Om)

800円筆談ポード・ミニ  (2つ折り11.5mX15,5m)

800円筆雪言炎ポード・ミニフラット (23cmx15.5cm)

―ド0縦長  (2つ折り11.5cmX27.5cm) 1′400円

80円筆談ポード用マーカー

‐
||=‐

:

650FЧOHC□―ル

―ル用ベン 120円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から で の ロ と

氏名又は名称 取引金額住所又は所在地

3,907,000円

2,000,000円

923,600円

505,998円

401,600円

助成金

取 引 内 容 等

持続化給付金

寄附金

事業受託料

家賃支援給付金

(1)収益の生ずる取引の 5

(2) 用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産 )

取 弓1 内 容 等取引金額

1,602,000円 上部団体加盟分担金

氏名又は名称 住所又は所在地

1,518,000円 事務所賃借料

1,380,000円 職員給与

職員給与

職員給与

法人との

関  係

譲 渡

年月日
譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等住所又は所在地取引先の氏名等

な し



口 資産の貸付け け

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円

円

法人との

関  係

役務の提

供年月日
対 価 の 額取引先の氏名等 役務提供の内容等住所又は所在地

別紙参照

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



ハ

取引先の
氏名等

凛

^`の関
口

住所又は所在地 役務の提供年月日 対価の額
(円 )

役務提供の内容

誠飾謝礼 8018円 、DVD僣作‖ 13.∞ 0円 (源泉込)ノロ

1

1

1 日

OVO日仕舞 13_0∞円

`濠
奥払 )ノ回

DVOIロ イ●1螂 15.000「](ヨ:』はi&)/[ヨ

DVD制作‖ 5.000円 (燎泉込 )ノロ

DVO劇作料 3``Ю 自

`頭

奥払 )ノ 回

國壼薔置ヨHネL 8.018PЧ (麗晨」肛晏△.)/[ヨ

DVD制作料 10.000円 (源泉込)/回

講蘭側礼 8018円 、DVD制作料 1■000円 (源泉込)/回



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

並びにそ201万 日

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

401,600円

283,200円

280,000円

280,000円

243,000円

2020.7.2～

2021.3.3

2020.4。 17～

2021.2.25

2020.7.7～

2021.

2020,7.2～

。2.15

2020.7.2～

2021.2.15

241,600円

円

円

円

円

2020.7.2～

2021.3.3

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

5

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

4名 3,811,698円

与の総額等に関する事項 与を得た職員の総数及び当 る給与の総額に関する事項]



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 (その金額が200万円以下の場合に限る。)[⑦200万円以下の海外への

送金又は金銭の持出 るその金額及 日

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

.な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

。なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



法人名 特定非営利活動法人 東京都中途失聴・難聴者協会 チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

○

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び

帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレープの人数

割 合

④÷③

① ② ③ ④ ⑤

④ 2年 4月 1日 ～3年 3月 31日 15人 0人 0.0% 3人
".0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の機励 から転記してください。

③吸叡Эこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を配載してくださしヽ

(例)33. 333・ ・・96 -→  33. 3%

ロ

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ④ ◎ 申 請 時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

(洒嵐劇

"D・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類Dの提出時においても融 び添

付する必要があります。その場合、上記口の配戦の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 法第
"条

第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

項
［曰 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

はい

匝ヨ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行つている

回コ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえいいえ

項
日

【 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳障に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無
有。① 有・無 有 。無 有 。無 有・無 有・無

第3表 (次葉)

(月日ロロD
認定の有効期間の更新の申請に当たって|よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出1害順)に配載した事項について、改

めて記職する必要はありません。

エ 3表)

○ 二において、「費途が明らかでない支出」と|よ 法人が費用として支出した金額のうち、その費途を1確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら洲こしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。

注 意 事 項項    目 記 載 要 領

区分欄の 輌④」から口◎」欄に:よ り等押帷期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記しますЪ

該当する一方を「○」で囲みます1)

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝0第○条に正会員の表決権 (又は議決

イの各欄

口の各欄

檜 のように記載しる

① 「会議こついて公解諄1士ヌ1灘
法人σ堀議 受|ナ0ヽる」の「馘 上

に 12_1塗」量全墜1ユ菫ヒ蟄国堕囲1ヒヒ番

付しェ

`だ

さ壼L
② i晰囀嗜瀬の備付け、取引の前録及

び帳鮨●類の保絆を青色申告法人に準

した遊誕筆こ日i二壺1宣旦.屋i=士養1塑:Lユ!聾1堅菫1曇

じて行つている」d) tl*I, \l t: lot

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「◎」について|ょ 上記イに記載する各

期間 (「④」から「◎」)を示したものです:

ハの各欄

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「◎」については、上記イに記載する各

から「◎」)を示した

記載要領の補足



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名
特定非営利活動法人

東京都中途失聴・難聴者協会
③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 15人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

3人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

④ ⑮ ◎ ① ◎ 1講
就任・退任

年月日

明田美奈子

小笠原晶子

新谷友良

小島敦子

宇田川芳江

理事

理事

理事

理事

理事

○

○

○

○

○

t-----

就任

H19.5。 30

就任

H21.5。 30

就任

H17.5。 29

就任

H21.5。 30

就任

H14.4.1

皆川みさ子

小川光彦

理 事

理 事

○

○

就任

H19.5。 30

就任

H14.4.1

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれ らの

者の親族等」のグループの人数



石川千鶴

木村昭夫

三宅初穂

高野悠人

小橋由里子

小谷野衣玖

南由美子

就任

H31.5.30

就任

H19.5.30

就任

H21,5。 30

就任

H31.5.30

就任

H27.5.30

就任

H31.5.30

就任

H29。 6.1

就任

H29.6.1

○

○

○

○

○

○

○

○

理事

理事

監事

理事

理事

理事

理事

監事

渡辺江美

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



法人名 111111ili:||:|!:|||:llilillilli人  ;||lliilllllllllilllllil111・ 111111111111111111:||

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

園訓寺 7年

随時 7年

園罰寺 7年

総勘定元帳 会計ソフト (会計王)使用

ルーズリーフ

振替伝票 単票

小日現金出納帳 手書きノー ト

給与台帳 エクセル使用

ルーズリーフ

月 1回 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

α自口m
・ I伝瞑又1淵闘略」樹よ 例えば r入1鶴日RI.「出金伝票」、喘出張康」、|コ瞼出船艤」.r綸鰤産劇Llなどのように記載しまケ.

・ 躇
`湘

田時の形餞l相よ r単凛」、
"レ

ーズリーフよ I崚T倒暉」などのよう!コ出:します。

・ 「記颯●時期」1口よ r購時」.「毎日」、「―週間ごと」のようにm職します。

・ 露定の有効晰間のコ続の1劇由こ当たってlよ 法第5彙第1■に■づく書錮|(■員輌口欄目リロ出●Dに 1日颯した肉日
=,腱

更

がないとき|よ 澤付を■■けることができます。



法人名 特定非営利活動法人 東京都中途失聴・難聴者協会 チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと
○

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人と して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

イ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申宙静寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

びf言者を教化育成する活動
有・① 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動
有。① 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

有。① 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 ・ 無

ロ

項
日

【 ④ ⑮ ◎ ③ ◎ 申南削寺

有 。無 有 。無 有 。無 有。無

有・無 有 。無 有 。無 有。無

有。無 有 。無 有 。無 有・無

有・無 有・無 有。無 有。無

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特男:Iの利益の供与の有無

有・⑬ 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特調|」の利益の供与の有無

有・⑩ 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して騎調llの利益の供与の有無
有・⑩ 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する割附の有無
有・⑩ 有。無

書式第10号 (法第44条。51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 4表 ) (初葉)

(涸日鳳醸D
・ 口鳳定基準等チェック表 (第 4表)」 |よ 法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等網出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、曜定基準等チェック表 第4表 (次葉)0吸び二)」 の記載及び添付の必要はありま

せん。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出欄 に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非瞥附舌動法人 .東京都中途失聴・難聴者協会 チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧さヽせることに同意する。

※閥覧に関する細則 (祖ジ痛狽:D等がある場合に:よ そα痢唄:!確υ嘴服D等を添付してくださし、

同  意

□ しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び価所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、翻 事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

前事業年度の役員報酬又:劇戦員給与の支給に関する規程

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上f立 5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附:金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の略 並びにその寄附金の額及咄 月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した割附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が2∞万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並びにその実施日

① 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

②
"送

金又は金銭の持出し(その金額が2∞万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に所轄庁に提出した書類の写し

○

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 5表)

(注意1刷D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及び添付する必要が

あります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人 東京都中途失聴・難聴者協会

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 年  月  日

(洒巨劇口D
。 法第55条第1項に基づく●類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8:D

は、1配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:出口|に記載した事項について、改めて配載する必要はありません。

6 28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営禾1雁置醍進法第28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮

有 」霊 有 0無

◎ ① ◎

有 缶 有 征 有 0無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェッタ欄

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

④

有
`□

ヽ
じヽy

⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

有
`コ

E 有 」聾 有
`霊

有 。 無 有 。 無

〇 認定基準等チェック表 (第7詢 |よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出密0の提出時に配載及

び添付する必要があります。



書式第15号 (法第44条・51条。58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 東京都中途失聴・難聴者協会 チェッタ欄

~諏
更丁硬認更更薇麗更あ有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人

は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り消された場

合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法a4条等α颯顧1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執網繭角

“

ζわつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しなしヽ音
二 暴力団の構成員等鋼日隕2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

定:L』壺塁垂:二重』認国:望:墜:口塑」Ш」墜:凶:聖:墨2:壁誼壁量」ELI墓里1饉:題:量量塁:堕:望:重:灘:盤墾:型:坦:」饉□重工型ヨニ_1孟12L4上」璽墾堕:

塁整監国塵聖里墨豊堕三丞二菫E区里」立還塾堅L重重菫星ヨ1カL」艶四塑塵聾」医二重塵題巨理星□gΣ垂」■2堕雪建望笙塑」
=菫

)o

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認1定特定非営利活動法人が仮認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定補碇り1哨利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

の日から5年を経過しない者の有無

有・⑩

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無
有・⑩

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第2∝ 条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは
'1嚇

に関す

る法律に販 したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有・⑩

暴力団の構成員等の有無 有 。①

つ

“ 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はい。E正≡

Ｒ

） 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 lれ 。ヽ「 いヽえ

4 国税又は地方税の翻閣■分の新 =び されているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
はい 。いいえ

瀞
議

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、里 二重:う2醒鐵!塑l塵:輩塾:睦重聾蔓墾塁塾力奎幽歯型咀書

_[孟24上_並型:L盟墜:目:道堕:星型奎理型壼軽聾杢慶堕:LL重:Elと:塁』二!生]壼」饉」聖2!三堡登」□:墾:匡:日量生塗1立:江登:■生__
(注 1)その他の事務所がある場合,よ その他の事務所所在の滞辮被ン)に係る納税調明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る:重加算1金を課された日から3年を経過しない法人 はい。匝 えヽ

6 次のいずれ力ヽ こ該当する法人

暴力団 |れ ・ヽ匝 えヽ

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 |れ 。ヽ
「雨


